
特別区全国連携プロジェクトの取り組みについて＜趣意書＞  

 

我が国は、人口減少社会を迎えるなかで、地域の崩壊や経済の衰退

などが懸念されており、今まさに地域の活性化が求められています。

国もこれを課題として位置づけ、「地方創生」に力を向けようとしてい

ます。  

一方で、全国各地域の疲弊は地方税の偏在にも一因があるとして、

国は、本来国が保障すべき地方財源を、地方税の一部を国税化し再配

分することで財政調整を行い、さらに拡大しようとしています。自治

体間が対立し財源を奪い合う構図は、本来の地方自治の姿ではなく、

結果的に共倒れになりうる、大変危険なことだと憂慮しています。  

翻って東京・特別区は、人材の交流はもちろん、経済、生活全般に

わたり、全国各地域に支えられ成り立っています。全国各地域あって

の東京であり、互いの良いところを活かし、学び、そして足りないと

ころを補完しあって、東京、全国各地域が抱える課題を共に克服して

いかなければなりません。東京を含む全国各地域が、活き活きとした

まちづくりを進め、ともに発展・成長し、共存共栄を図っていくこと

こそが今必要で、それが日本の元気につながると確信しています。  

このような趣旨から特別区長会では、全国各地域との信頼関係・絆

をさらに強化し双方が発展していくために、連携を深め、東京を含め

た全国各地域の経済の活性化、そしてまちの元気につながるような取

り組みとして、「特別区全国連携プロジェクト」を展開してまいります。 

それぞれの地域が、自らの特長を活かし、活力あるまちづくりを展

開していけるようホームページを立ち上げるなど、特別区は微力なが

ら努力してまいります。  
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